
役員等の報酬及び費用弁償規程 

 

 

平成２９年４月１日改正 

令和元年１２月６日改正 

令和２年１２月７日改正 

令和３年６月２５日改正 

令和６年７月８日改正 

 

(目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人原田ヒカリ会（以下「この法人」という。）定款第８

条及び第２２条の規定に基づき、評議員、役員（理事、監事）（以下「役員等」という。）

の報酬及び費用弁償に関する事項を定める。 

 

（報酬） 

第２条 役員等の報酬は，勤務実態に即して支給する 

   ２ 当法人職員を兼務し，職員給与を支給している常勤役員に対しては，職員給与

に加えて役員報酬を支給する。 

     理事長  月額 １５０，０００ 円  

３ 報酬は，役員等が法人の理事会，評議員会、又はその他の会議・研修に出席す

るときのほか，監事による監査の実施など役員等が法人の業務（以下「法人業務」

という。）及び第三者委員会、賞罰委員会、評議員専任・解任委員会等非定型的な業

務に従事したときに限り支給する。 

４ 前項の報酬の日額は，次のとおりとする。 

１回、日額 １０，０００円 

      但し、同一日に理事会・評議員会及び通常の業務または第三者委員会、賞罰委 

員会、評議員選任・解任委員会等非定型的な業務を行った場合は１回の報酬とす 

る。 

   ５ 理事が当法人の非正規職員として勤務する場合は、非正規職員就業規則に準ず

る。 

 

（費用弁償） 

第３条 役員等の費用弁償は，勤務実態に即して支給する， 

２ 前項の費用弁償の日額は，次のとおりとする。   

①役員等で第２条に該当しない会議等および事業区分毎の運営推進会議等の構成員

として参画する場合やその他活動のみの場合交通費等の弁済として１回日額 

１０，０００円の範囲内で実態に応じて支給する。 

 

（出 張） 

第４条 役員等が法人業務のため出張したときは，旅費規程によりその費用を支弁する 

 

（退任慰労金） 

第５条 本会の「役員等」が退任の際、その功績に対する慰労金を在任期間に応じて次

のとおり支給する。 



① 在任期間が１０年未満の場合は、５万円を支給する。 

② 在任期間が１０年以上１５年未満の場合は、７万円を支給する。 

③ 在任期間が１５年以上の場合は、１０万円を支給する。 

 

（適用除外） 

第６条 法人の職員を兼務する役員等は，この規程を適用しない。 

    但し、第 2条 2項並びに 5項については、この限りでない。 

    

 （規程の改正） 

第７条 この規程の改廃は、評議員会の決議を経て、改廃することができる。 

   

 

   

附 則 

 

この規程は，平成２５年６月２１日から施行する。 

この規程は，平成２９年４月 1日から施行する。 

この規程は，令和元年１２月６日から施行する。 

この規程は，令和２年１２月７日から施行する。 

この規程は，令和３年６月２５日から施行する。 

この規程は，令和６年７月８日から施行する。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 


